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１．2025年５月期第３四半期の連結業績（2024年６月１日～2025年２月28日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年５月期第３四半期 34,768 66.3 1,885 50.5 1,810 46.9 1,199 38.7
2024年５月期第３四半期 20,902 － 1,252 － 1,232 － 864 －

(注) 包括利益 2025年５月期第３四半期 1,199百万円( 38.7％) 2024年５月期第３四半期 864百万円( －％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2025年５月期第３四半期 100.41 100.37
2024年５月期第３四半期 72.45 72.42

（注）2023年５月期末より連結財務諸表を作成しているため、2024年５月期第３四半期の対前年同四半期増減率につい
ては記載しておりません。

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2025年５月期第３四半期 30,796 9,290 30.2

2024年５月期 23,717 8,468 35.7
(参考) 自己資本 2025年５月期第３四半期 9,287百万円 2024年５月期 8,464百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2024年５月期 － 0.00 － 31.00 31.00

2025年５月期 － 0.00 －
2025年５月期(予想) 42.00 42.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

３．2025年５月期の連結業績予想（2024年６月１日～2025年５月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 41,500 45.7 2,500 72.0 2,400 68.7 1,640 73.6 137.22
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 無

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2025年５月期３Ｑ 13,363,540株 2024年５月期 13,363,540株

② 期末自己株式数 2025年５月期３Ｑ 1,416,532株 2024年５月期 1,415,732株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2025年５月期３Ｑ 11,947,089株 2024年５月期３Ｑ 11,936,026株

(注)期末自己株式数には、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式（2024年５月期226,700株、

2025年５月期３Ｑ756,000株）が含まれております。また、期中平均株式数の計算において控除する自己株式数に

は、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式（2024年５月期３Ｑ243,598株、2025年５月期

３Ｑ284,773株）が含まれております。

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー ：有(任意)

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は

様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用に当たっての注

意事項等については、添付資料３ページ「１.経営成績等の概況（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説

明」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当四半期連結累計期間の経営成績の概況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善やインバウンド需要の増加等により景

気は緩やかな回復基調にありますが、物価上昇による消費マインドの停滞や不安定な国際情勢を背景とした原材料

価格・エネルギー価格の高騰、金融資本市場の変動、アメリカの政策動向など、景気の先行きについては依然とし

て不透明な状況が続いております。

当社の属する建設業界におきましては、建設投資は依然底堅く推移しているものの、建設資材やエネルギー価格

の高止まり、労務単価の上昇等により厳しい事業環境が続いております。

このような状況のもと、当社グループの主要事業エリアである東京圏（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）に

おける2024年（暦年）のマンション着工件数は50,990戸（前年比3.3％減）となりました。また、2024年（暦年）の

マンション供給件数は23,003戸（同14.4％減）と３年連続の減少となっております。

2025年（暦年）の動向につきましては、マンション供給件数は26,000戸程度、マンション着工件数は2024年（暦

年）と同程度、販売在庫は2024年（暦年）と同水準と予想されていること、引き合い案件は依然活況であること、

東京圏における当社グループのシェアは３％程度と伸張の余地は充分にあることから、当社グループにおける当面

の受注及び施工物件の確保は可能と考えております。

（データはいずれも国土交通省-公表資料、「都道府県別着工戸数」及び（株）不動産経済研究所-公表資料、

「首都圏マンション市場動向」、「首都圏マンション市場予測－2025年の供給予測－」より）

当社グループは「より良質な住宅を供給し、豊かな住環境に貢献する」という社是を制定し、より良質な住宅を

供給するという社会的使命を果たすべく事業を推進しております。「安全・安心・堅実」という基本方針に関し、

安全につきましては、安全パトロールの実施等を徹底しております。安心と堅実に対応する品質につきましては、

独自のマニュアルの制定や、その徹底を図る目的としての研修会等を定期的に開催しております。また、建物の強

度を保つ重要な躯体部分（杭、配筋、生コンクリート）の品質について、第三者機関による検査を導入し、建物の

品質確保に万全を尽くしているほか、特定の内装工事も新たに対象とし、最善・最高の品質管理を追求しておりま

す。

当社グループは、2025年５月期からの中期経営計画（３カ年計画）「Innovation2024」のもと、その達成に向け

グループ一丸となり取り組んでおります。計画初年度となる2025年５月期につきましては、業績推移と今後の見通

し等を踏まえ上方修正しております。今後も業容拡大と利益水準向上への継続的な取り組み及び新たな価値創出に

より持続的な成長を目指してまいります。

セグメントごとの業績につきましては、次のとおりであります。

（建設事業）

建設事業におきましては、売上高16,813,833千円（前年同期比0.1％増）、セグメント利益1,104,846千円（前年同

期比32.1％減）となりました。

当第３四半期連結累計期間におきましては、受注件数５件、受注高15,858,955千円及び受注残高31,424,213千円と

推移いたしました。

（不動産事業）

不動産事業におきましては、売上高17,736,494千円（前年同期比346.9％増）、セグメント利益1,652,776千円（前

年同期比209.1％増）となりました。

当第３四半期連結累計期間におきましては、共同事業による分譲マンションの販売収入が好調だったほか、事業用

地の販売が当初予定を大きく上回るなど、好調に推移いたしました。

これらの結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は34,768,362千円（前年同期比66.3％増）、営業利益

1,885,133千円（前年同期比50.5％増）、経常利益1,810,599千円（前年同期比46.9％増）、親会社株主に帰属する

四半期純利益1,199,607千円（前年同期比38.7％増）となりました。
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（２）当四半期連結累計期間の財政状態の概況

（資産）

当第３四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比べ7,078,585千円増加し、30,796,187

千円となりました。これは、電子記録債権が1,415,078千円、現金及び預金が512,603千円それぞれ減少した一方

で、受取手形・完成工事未収入金等が8,677,028千円、販売用不動産が397,096千円、仕掛販売用不動産が128,668

千円それぞれ増加したことが主な要因であります。

（負債）

当第３四半期連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末に比べ6,225,768千円増加し、21,505,293

千円となりました。これは、支払手形・工事未払金等が481,809千円、１年内返済予定の長期借入金が314,336千

円それぞれ減少した一方で、短期借入金が6,230,000千円、長期借入金が1,048,751千円それぞれ増加したことが

主な要因であります。

（純資産）

当第３四半期連結会計期間末における純資産合計は、前連結会計年度末に比べ822,816千円増加し、9,290,893

千円となりました。これは、配当金の支払により利益剰余金が377,409千円減少した一方、親会社株主に帰属する

四半期純利益の計上により利益剰余金が1,199,607千円増加したことが主な要因であります。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

2025年５月期の業績予想につきましては、2024年12月13日に公表いたしました予想数値に変更はありません。



ファーストコーポレーション株式会社(1430) 2025年５月期 第３四半期決算短信

4

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2024年５月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2025年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,117,604 3,605,000

受取手形・完成工事未収入金等 5,653,516 14,330,545

電子記録債権 1,415,078 －

未成工事支出金 6,972 15,411

販売用不動産 2,581,300 2,978,396

仕掛販売用不動産 8,536,895 8,665,563

その他 687,585 638,048

貸倒引当金 △3,950 △1,617

流動資産合計 22,995,004 30,231,349

固定資産

有形固定資産 136,666 162,203

無形固定資産 14,310 11,334

投資その他の資産 571,621 391,299

固定資産合計 722,597 564,837

資産合計 23,717,601 30,796,187

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 4,424,133 3,942,324

電子記録債務 3,393,324 3,677,724

短期借入金 1,500,000 7,730,000

１年内返済予定の長期借入金 1,441,000 1,126,664

未払法人税等 182,688 204,340

未成工事受入金 325,653 348,891

賞与引当金 19,740 －

完成工事補償引当金 40,977 74,978

アフターコスト引当金 82,300 19,520

その他 1,453,330 868,460

流動負債合計 12,863,146 17,992,902

固定負債

長期借入金 2,154,443 3,203,195

退職給付に係る負債 105,526 118,191

株式給付引当金 96,522 111,059

役員株式給付引当金 6,248 40,723

その他 23,636 39,220

固定負債合計 2,386,377 3,512,390

負債合計 15,249,524 21,505,293
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2024年５月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2025年２月28日)

純資産の部

株主資本

資本金 730,429 730,429

資本剰余金 690,781 726,783

利益剰余金 8,037,300 8,859,497

自己株式 △993,744 △1,029,126

株主資本合計 8,464,766 9,287,583

新株予約権 3,310 3,310

純資産合計 8,468,076 9,290,893

負債純資産合計 23,717,601 30,796,187
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2023年６月１日
至 2024年２月29日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2024年６月１日
至 2025年２月28日)

売上高 20,902,413 34,768,362

売上原価 18,582,587 31,710,984

売上総利益 2,319,825 3,057,378

販売費及び一般管理費 1,067,368 1,172,244

営業利益 1,252,457 1,885,133

営業外収益

受取利息 61 979

受取保険金 8,174 6,681

受取手数料 238 265

業務受託料 1,990 350

その他 1,906 2,177

営業外収益合計 12,370 10,453

営業外費用

支払利息 26,146 83,853

その他 5,841 1,134

営業外費用合計 31,987 84,988

経常利益 1,232,840 1,810,599

特別損失

固定資産売却損 885 －

固定資産除却損 764 16,476

特別損失合計 1,650 16,476

税金等調整前四半期純利益 1,231,190 1,794,122

法人税、住民税及び事業税 433,125 443,122

法人税等調整額 △66,728 151,393

法人税等合計 366,397 594,515

四半期純利益 864,792 1,199,607

非支配株主に帰属する四半期純利益 － －

親会社株主に帰属する四半期純利益 864,792 1,199,607
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四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2023年６月１日
至 2024年２月29日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2024年６月１日
至 2025年２月28日)

四半期純利益 864,792 1,199,607

四半期包括利益 864,792 1,199,607

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 864,792 1,199,607

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 2023年６月１日 至 2024年２月29日)

該当事項はありません。

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 2024年６月１日 至 2025年２月28日)

当社は、2025年１月14日開催の取締役会決議に基づき、株式給付信託（BBT-RS及びJ-ESOP）への追加拠出に伴

う第三者割当により自己株式530,000株の処分を行っております。信託に残存する当社株式は自己株式として計上

しております。

また、株式給付信託（J-ESOP）の給付により、自己株式が700株減少しております。

これらの結果、当第３四半期連結累計期間において資本剰余金が36,001千円、自己株式が35,382千円それぞれ

増加いたしました。

（追加情報）

（株式給付信託（BBT-RS及びJ-ESOP）への追加拠出に伴う第三者割当による自己株式の処分）

当社は、2025年１月14日開催の取締役会において、下記のとおり、第三者割当による自己株式の処分（以下、

「本自己株式処分」といいます。）を行うことについて決議し、2025年１月30日に本自己株式処分の手続きが完

了いたしました。

１．処分の概要

(1) 処分日 2025年１月30日

(2) 処分する株式の種類及び数 普通株式530,000株

(3) 処分価格 １株につき金835円

(4) 処分総額 442,550,000円

(5) 処分方法（割当先） 株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）

(6) その他 本自己株式の処分については、金融商品取引法による有価証券届出書

を提出しております。

２．処分の目的及び理由

当社は、2019年８月23日開催の第８回定時株主総会の決議に基づき、「株式給付信託（BBT）」（以下「BBT制

度」といいます。）を導入し、また、2023年８月25日開催の第12回定時株主総会において、BBT制度を、「株式給

付信託（BBT-RS）」（以下「BBT-RS制度」といい、BBT-RS制度に関してみずほ信託銀行株式会社と締結している

信託契約に基づいて設定されている信託を「BBT-RS信託」といいます。）へ改定し、現在に至っております。

また、当社は、2019年３月15日開催の取締役会の決議に基づき、「株式給付信託（J-ESOP）」（以下「J-ESOP

制度」といい、J-ESOP制度に関してみずほ信託銀行株式会社と締結した信託契約に基づいて設定されている信託

を「J-ESOP信託」といいます。）を導入しております。

今般、当社は、BBT-RS制度及びJ-ESOP制度（以下、併せて「本制度」といいます。）の継続に当たり、将来の

給付に必要と見込まれる株式をBBT-RS信託及びJ-ESOP信託が取得するため、BBT-RS信託、J-ESOP信託それぞれに

対する金銭の追加拠出を行うこと、並びに本制度の運営に当たって当社株式の保有及び処分を行うため株式会社

日本カストディ銀行（BBT-RS信託及びJ-ESOP信託の受託者たるみずほ信託銀行株式会社から再信託を受けた再信

託受託者）にそれぞれ設定されている信託Ｅ口に対し、第三者割当により自己株式を処分すること（本自己株式

処分）を決議いたしました。
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処分数量については、「役員株式給付規程」に基づき信託期間中に当社の取締役に給付すると見込まれる株式

数に相当するもの（2025年５月末日で終了する事業年度から2029年５月末日で終了する事業年度までの５事業年

度分で315,000株）及び「株式給付規程」に基づき当社の従業員に給付すると見込まれる株式数に相当するもの

（2024年５月末日で終了した事業年度から2028年５月末日で終了する事業年度までの５事業年度分で215,000株）

の合計であり、2024年11月30日現在の発行済株式総数13,363,540株に対し3.97%（2024年11月30日現在の総議決権

個数121,630個に対する割合4.36%（いずれも小数点第３位を四捨五入））となります。

（セグメント情報等の注記）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 2023年６月１日 至 2024年２月29日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

報告セグメント その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

連結財務諸
表計上額
(注)３建設事業 不動産事業 計

売上高

外部顧客への売上高 16,798,221 3,968,451 20,766,672 135,740 20,902,413 － 20,902,413

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － － － －

計 16,798,221 3,968,451 20,766,672 135,740 20,902,413 － 20,902,413

セグメント利益又は損
失（△）

1,627,004 534,640 2,161,644 △201,440 1,960,204 △707,746 1,252,457

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、一級建築士事務所としての

設計業務、不動産賃貸業、マンション管理運営業の売上等であります。

２．セグメント利益又は損失の調整額△707,746千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であ

ります。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 2024年６月１日 至 2025年２月28日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

報告セグメント その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

連結財務諸
表計上額
(注)３建設事業 不動産事業 計

売上高

外部顧客への売上高 16,813,833 17,736,494 34,550,328 218,033 34,768,362 － 34,768,362

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － － － －

計 16,813,833 17,736,494 34,550,328 218,033 34,768,362 － 34,768,362

セグメント利益又は損
失（△）

1,104,846 1,652,776 2,757,622 △61,786 2,695,836 △810,702 1,885,133

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、一級建築士事務所としての

設計業務、不動産賃貸業、マンション管理運営業の売上等であります。

２．セグメント利益又は損失の調整額△810,702千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であ

ります。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間
(自 2023年６月１日
至 2024年２月29日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2024年６月１日
至 2025年２月28日)

減価償却費 13,626 千円 8,466 千円

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
2025年４月14日

ファーストコーポレーション株式会社

取締役会 御中

東陽監査法人

東京事務所

指定社員
業務執行社員

公認会計士 大 橋 睦

指定社員
業務執行社員

公認会計士 立 澤 隆 尚

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられているファーストコーポレーション株式会社の2024年６月

１日から2025年５月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2024年12月１日から2025年２月28日まで）及

び第３四半期連結累計期間（2024年６月１日から2025年２月28日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期

連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務

諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（た

だし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていな

いと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記

載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、

また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手した

と判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記

載の省略が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成することにある。これには、不正又は誤謬による

重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること

が含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国におい

て一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項

に定める記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を

開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュ

ー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施
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される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所

の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関

する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準

拠して作成されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重

要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起する

こと、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対

して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに

入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ

る。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１

項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等

の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項

が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独

で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

(注) １ 上記は期中レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期決算

短信開示会社)が別途保管しております。

２ XBRLデータ及びHTMLデータは期中レビューの対象には含まれていません。


